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・ 自己取引ガイドライン

株主の利益を保護する観点から、「コーポレートガバナ
ンスガイドライン」11条において、「自己取引ガイドライ
ン」などの基準を設けています。これによって、取締役お
よび監査役などの当社関係者や主要株主がその立場を濫用
して、当社や株主の利益に反する取引を行うことを防止し
ています。

・ 政治的献金に関する方針

当社グループは、政治資金規正法を遵守しており、法
により禁止されている「政治家個人への寄付」は実施しま
せん。また、「政党や政治資金団体への寄付」も原則とし
て実施していませんが、仮に実施を検討する際には法第
二十二条の三の一項に定める制限（補助金などを受けてい
る会社がする寄付の制限）に抵触することのないように十
分な確認を行うこととしています。法第八条の二に規定す
る政治資金パーティー券購入については、制限の範囲内で
適法に実施しています。この他、ロビー活動における支出
についても、法令遵守を基本として適正に実施しています。

考え方・方針

当社グループでは、取締役の監督のもと、内部監査お
よび内部通報制度をはじめとする内部監視システムを整
え、腐敗行為の抑止、発見に取り組んでいます。また、「贈
賄防止規程」や「本人確認等規程」を策定するなど、贈賄、
資金洗浄、横領などの法令に抵触する腐敗行為を厳に禁
止・防止する体制を構築しています。それに加えて、法令
に抵触するものではなくても、腐敗を助長し、倫理的に
許されないと考えられる行為については、「大和ハウスグ
ループ企業倫理綱領および行動規範」をはじめとした各種
方針、規程に則って、これを禁止しています。これによっ
て、事業運営の透明性や公平さを確保した取引を行うよ
うに定めています。

　 w 大和ハウスグループ企業倫理綱領および行動規範

・ 贈収賄の防止に関する基本方針

当社グループは、「大和ハウスグループ企業倫理綱領お
よび行動規範」に、贈収賄を禁止する方針を定めています。

また、「強要と贈収賄を含むあらゆる腐敗の防止に取り
組むべきである」との国連グローバル・コンパクトに署名
し、腐敗防止活動としての「腐敗防止分科会」に参画して
公務員への賄賂、過剰な接待や贈答品の授受、癒着、横領、
背任などのあらゆる形態の腐敗行為の防止に取り組んで
います。

また、トランスペアレンシー・インターナショナルの「贈
収賄防止のためのビジネス原則」、経済産業省の「外国公務
員贈賄防止指針」および日本弁護士連合会の「海外贈賄防止
ガイダンス」に基づき、「贈賄防止基本方針」を取締役会で
決議し、公正競争の確保に支障をきたし社会の腐敗を助長

する行為である贈賄行為を禁止する旨を表明しています。
また、取引先に対しては、「サプライチェーン サステナ

ビリティ ガイドライン」にて腐敗防止を示し、遵守するよ
う促すことで、サプライチェーン全体で取り組んでいます。

・ 「贈賄防止規程」 「贈賄防止細則」の策定

「贈賄防止基本方針」をふまえ、当社グループ全体を通
じて、役職員が公務員・みなし公務員などに対する贈賄に
関与することを防止するために、必要となる体制、禁止事
項および手続きなどを定めることを目的として、「贈賄防
止規程」「贈賄防止細則」を制定しており、適宜、内容を見
直しています。

規程・細則では、公務員・みなし公務員などに対する金銭
その他の利益（接待、贈答、公務員などが負担すべき経費
の負担、寄付、助成その他の便益）の供与を原則として禁
止し、法務責任者による事前承認を得た場合などの例外要
件を充足した場合のみを許容する他、贈賄リスクの把握・
評価に関する条項を取り入れるなどしています。把握・評
価の方法として、従業員は贈賄の法令・慣習などに関する
情報の収集を行い、また統括責任者（経営管理本部長）は
贈賄リスクに関する調査を行い、その情報を担当部門に
集約して、検証・評価を行うというプロセスを採用してい
ます。

・ 公正な取引に関する基本方針

当社グループは、「大和ハウスグループ企業倫理綱領お
よび行動規範」に、公正な取引に関する方針を明記し、独
占禁止法（私的独占の禁止および公正取引の確保に関する
法律）や下請法（下請代金支払遅延等防止法）を遵守するた
めの意識を全役職員が共有しています。

■　  ガバナンス

腐敗防止

マネジメント

腐敗防止体制の構築
当社グループでは、「大和ハウスグループ企業倫理綱領お

よび行動規範」のなかで贈賄の禁止を標榜し、役職員教育を
通じて意識の向上を図り、腐敗行為の抑止につなげています。
また、「贈賄防止規程」「贈賄防止細則」を策定・運用するとと
もに、談合などの公正競争を阻害する行為・贈賄に当たる行為
を厳に禁止する旨の通達の発信や研修、法務責任者による事

https://www.daiwahouse.co.jp/sustainable/csr/pdfs/code_of_conduct.pdf
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■　  ガバナンス

前承認を必要とする各国の基準金額の見直しを実施して、贈
賄、資金洗浄などの法令に抵触する腐敗行為を厳に禁止・防
止する体制を構築しています。それに加えて、法令に抵触す
るものではなくても、腐敗を助長し、倫理的に許されないと
考えられる行為については、大和ハウスグループ企業倫理綱
領および行動規範をはじめとした各種方針、規程に則り、こ
れを禁止しています。これにより、事業運営の透明性や公平
さを確保した取引を行うように定めています。

また、トランスペアレンシー・インターナショナルが公表し
ている「Corruption Perceptions Index」などに照らして、高
リスク国を本国とする第三者などとの契約については、統括
責任者（経営管理本部長）などの承認を必要とするなど、高
リスク国においてはより一層慎重な対応を行うというリスク
ベースアプローチを採用しています。

なお、2023年度は、当社事業に関連して、贈賄を含む汚
職行為を理由とする有罪判決や行政処分を受けた旨の報告は
ありませんでした。

内部監査などによる腐敗防止
当社では、海外も含めた社内の監査については、内部監

査部による定期的な監査や、財務報告における内部統制活
動評価を各主管部門が、年間の実施計画に基づき実施して
います。是正すべき事象が確認された場合には、事業所に
対して結果を伝え、「コンプライアンス・リスク確認」として、
改善計画書を提出してもらい、6ヵ月後に改善状況の確認を
行っています。

また、腐敗の芽を早期に摘むため、リスク報告ルールや内
部通報制度を整備し、各主管部門で速やかに腐敗リスクアセ
スメントを実施する体制としています。加えて、内部監査部
による臨時監査も適宜実施し、1線から3線である現業部門、
管理部門、内部監査部門が腐敗防止に向けてそれぞれの役割
を担う体制としています。

マネーロンダリングの防止
当社では、国民生活の安全と平穏を確保するとともに、経

済活動の健全な発展に寄与するという犯罪収益移転防止法の
目的に則り、マネーロンダリングを防止するために、顧客の
本人特定事項の確認、取引記録の保存および疑わしい取引の
届け出などに関するルールを本人確認等規程として定め、従
業員に周知しています。また、犯罪収益移転防止法や本人確
認等規程の内容を平易に解説する「犯罪収益移転防止法にか
かるQ&A」を用意し、社内研修に活用しています。加えて、
内部監査部が法令や規程に基づく運用状況を適宜監査するこ
とで、適正性を確保しています。

また、犯罪収益移転防止法施行規則第 32 条に定める特定
事業者作成書面として「犯罪収益の移転に係るリスク評価書」
を作成し、マネーロンダリングリスク評価の方針・手法を明
示しています。

なお、2023 年度は、マネーロンダリングの防止に関する
法律である犯罪収益移転防止法に基づくものを含め、会計に
関連する問題を理由とする有罪判決や行政処分を受けたとい
う報告はありませんでした。

インサイダー取引の防止
当社は、グループ全体でインサイダー取引を未然防止する

ための体制の整備や研修を行っています。インサイダー情報
の管理責任者を経営管理本部長が務めており、発生したイン
サイダー情報は直ちに経営管理本部長へ報告されます。な
お、当社従業員およびグループ会社幹部については、当社株
式などを売買するにあたり、事前に経営管理本部長に届け出
を行い許可を得なければならない体制を構築しています。ま
たグループ各社の従業員については、事前に各社で定める情
報管理責任者（各社の代表取締役社長）に届け出を行い許可

を得なければならない体制としています。届け出を行う際に
は、申請者自身がインサイダー情報を保有していないかセル
フチェックを行うとともに、申請者の上司（情報管理担当者）
によるチェックも行い、インサイダー取引が発生しない体制
を整えています。

当社グループの新卒・キャリア採用者に対しては入社時の
研修で、インサイダー取引の未然防止のための啓発を行って
います。

反社会的勢力との関係遮断
当社グループでは、「大和ハウスグループ企業倫理綱領お

よび行動規範」に、反社会的勢力との関係遮断を標榜してい
ます。また当社では、「反社会的勢力対応規程」を定め、代
表取締役である経営管理本部長をトップに、実務対応を総括
する部署ならびに統括責任者（本社総務部長）を設置し、組
織的な対応体制を構築するとともに、平素より警察や都道府
県暴力追放運動推進センターなどの外部機関との連携を強化
し、問題発生時の連絡協力体制を構築しています。

当社グループ各社においても、反社会的勢力の排除体制の
構築（規程の整備、統括責任者の設置、外部機関との連携な
ど）に努めるとともに、グループ会社同一の反社会的勢力に
関するデータベースを整備するなど、当社グループが一体と
なった取り組みを推進しています。

腐敗防止




